







当研究所主催 によ り平成5年3月22日(月)か ら23日
(火)にかげて 、研究交流セ ンター国際会議場(筑 波研究学
園都市 内)に おいて 、r組 織 的知の創造 をめ ぐる学際的研究
に関す る国際 ワークショップ』を開催 した。
このワー クショップでは 、経営学 、政策科学 、知識工学な
どの分野で活躍 している第一線の研究者 の参加 を得て 、科学
技術 の知識創造 を促す組織的条件 とはいかなる ものかに関す
る多彩な論文発表 が行われた。発表者 の国籍ば 日本 、米国 、
英国 、フランス 、 ドイツ、イタリア 、デ ンマー ク、ス ウェー
デンの8カ 国に及び 、産学官 からの一般参加者 を含め計188名
が参加 した。各セ ッションで は活発な質疑応答が交わ された。
本 ワー クショップを通 じて 、当研究所か ら、知識創造 の理論 を軸 とした独創的な分析概念 を国内
外 に向けて発信 することがで きた。また、この研究分野に関す る学際的 、国際的な研究ネ ッ トワー
クを構i築す るための足掛か りを造 ることができた。以下は 、開催結果の要約である。
1.最 近 の動 き
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括主任研究官 と、マ イケル ・ギボ ンズ(サ セ ックス大学)に よる基調講演 が行われ た。野中は組織
的知識創造 の概念モデルを提起 し、知 の変換効率 を高め る組織的条件 をCoreCompetenceとして示唆
した。ギボ ンズはイノベー シ ョン ・プロセスに対する進化論的 アプローチを提唱 し、技術知識 のプ
ロダク ト・システムを選択す るDesignConfigurationの重要性 につ いて述べ た。
2。セ ッション1『 グループ ウェアとコラボ レー ション』
丹羽清(日 立製作所)の 司会 によ り、研究 グループ内の知識創造 を促進する要 因 として研究者間
のコラボ レーシ ョンを取 り上 げ、これ を支援す るツールのあ り方が検討 された。マイケル ・シュレ
ー グ(MITス ロー ンスクール)は 、コラボ レー ションを促す要因 として 、プロ トタイプを柔軟に
生み出す組織文化が重要である と指摘 し、石井裕(NTTヒ ューマ ンイ ンター フェ・一"ス研究所)ぱ 、




3。セ ッシ ョン2『 研究 グループ間におけ る知識創造』
組織間の知識創造プ ロセスが 、共同研究 の事例な どを踏 まえて検討 された。ル ーク ・ジ ョル ジ ョ
(マンチ ェスター大学)は 、EC圏 内の国際共同研究事例 を分析L、 知識ベース共有の効果につ い
て述べ た。松田正敏 とティム ・レイ(当 研 究所)は 、ICOTに おける第五世代 コンピュー タの開
発過程 を取 り上げ 、暗黙知 の共同化 を進 めるマネジメ ン トが知識創造 の要因であ った点を指摘 した。
4.セ ッシ ョン3r暗 黙知 、メタファー及 びイノベー ション』
馬場靖憲(埼 玉大学)の 司会に より、暗黙知の表出過程 におけるメタファーの役割 、形式知 をイ
ノベー ションに結び付 ける制度的条件な どが議論 され た。アンジェラ ・デューマ(ロ ン ドン ・ビジ
ネスス クール)は 、抽象画を様 々な組織 のメタファーに用 いる試みの中から、言語化 されていない
共通認識 の存在 を示 した。 ドミニ ク ・フォレイ(エ コール ・ド ・パ リ)は 、特許 等の知的財産 は制
度化 された形式知 として把握で きると述べ た。フィン ・バ レンテ ィン(コ ペ ンハーゲ ン ・ビジネス
スクール)は 、科学的成果の学習過程 にあ る中小企業が どのよ うに研究機関 と連携 してい るのかに
関する調査結果 を紹介 した。
5.セ ッション4r組 織戦略 と知識創造』
権 田金治(当 研究所総括主任研究官)の 司会 により、知識創造を促す ための組織戦略 に取 り組 ん
でいる実践的な事例 の紹介 、その計量的な評価手法の提案な どが行 われた。後藤裕一(日 本電 気)
は、研究開発投資効率 の向上 を目指すNECの 基幹技術 プnグ ラム を紹介 し、リカル ド・スタンキ
ビッツ(ル ン ド大学)は 、ス ウェーデンの製薬 メー カー 「アス トラ」 におけるイノベー ションの成
功要因を分析 した。ファビオ ・コルノ(企 業研究セ ンター)は 、個 人 レベル及び組織 レベルでの知
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識創造の ライフサイクルを分析 した。ハ リオル フ ・グルップ(フ ラウンホーフ ァー研究所)は 、太
陽電池の開発プ ロジェク トに関する成果指標を例 にとり、知識創造 を計量的に評価 する手法 を提起
した。
6。総括討論
総括討論では、本 ワー クショップが 、個人 、グループか ら国家に至 るまで 、様 々な レベルについ
て事例研究 を踏 まえながら知識創造 の問題 を検討 し、レベル ごとに異な る創発特性 を明らかに して
きたことが確認 され た。また 、このワー クショップで提起 され たフ レームに基づ いて 、知識創造 の
具体的な方法論 を検討することや 、各国の イノベーシ ョン ・システムをより詳細 に分析す るこ とが
今後の課題 として提起 され た。同時に 、知識創造 プロセス をグローバルに通用す る普遍的な ものと
してい くために 、我 々は各国における認識論上 の差異 の問題 にぶつかるであろう、と結ばれ た。
(第1研究 グループ)
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Mr。Hee-WoonChoi(韓国 科 学技 術政 策 研 究所 政 策企 画本 部 上席 研 究 員)
Dr。ZurabAndreevichYakovashvili(ロシ ア科 学技 術 次官)
Prof.DmitrilvanovichPiskunov(連邦 産業 技 術政 策 会議 副 議 長)
V.V.Zotov(在日ロ シ ア大使 館 二等 書記 官)




東海林俊郎(鐘 紡(株)カ ネボ ウ化粧品本部商品開発室課長)
[講演要 旨]
この 口紅 は、新製品投入競争 の激 しい化粧品 の中で息の長い商品づ くりの方向つげを したと
して 、日経最優秀製品賞 を得ている。
色 の好みが多様化 し、流行色が無 くなって きた ときに、潜在的なニーズで あった 「落ちに く
い」 という品質の差別化が確実にで きる技術が開発 され 、落 とす ためのリップ ・クレンジ ング
が開発 されている。 この開発 は時機 を得ているが 、特別にプロジェク トを組 んで行 なわれ たの
ではな く、20年 も前 か らの技術 の積み重 ねが花開いたものである。クレンジングで落 とす と

























・ 「地域科学技術政策研究国際 ワー クシ ョップ」プ ログラム企画委員会を3月3日 に開催 し、招
聰候補者への対応状況 、各 ワー クショップの設定趣 旨 ・論点等のプログラム企 画内容 、開催 予算
等について検討 を行 った。
・3月9日 に、 「アジアのエネルギー消費 と地域環境 に関する調査研究会」 、 「アジアのエネル
ギー消費に伴 う大気環境汚染物質排 出量 の推計 に関する小委員会」 を合同で開催 し、アジア各国
の2000年、2010年におげるエネルギー需要及びSOx、NOx、CO2排 出量の予測結果 を報告 し、
最終報告 の取 りまとめ方向について検討 した。
・ 「第3回 海洋 エネルギー利用技術 の社会普及 に関 する研究会」 を3月i9日 に開催 し、中間取
りまとめ報告書骨子等につ き検討 を行 った。
・ 「第7回 技術予測委員会(最 終回)」 を3月24日 に開催 し、科学技術政策研究所 における技
術予測調査の今後 の進 め方等について議論 を行 った。
・ 「第4回 地球 に優 しい科学技術の普及 の条件 に関す る調査研究会」 を3月30日 開催 し、評価
表及 び報告書等について検討 を行 った。
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技 術 蓄 積 の プ ロ セ ス と 環 境
ProcessesandFactorsofTechnologicalAccumulation
第1研究グループ特別研究員 張仲梁
経済発展 における技術蓄積 のプロセ スは 、近年 ますます多 くの人 々の関心 を集 めるようにな って
きた。本研究は 、Technoiogicalaccumulationの理論 をベースに、日本 におげる技術蓄積 のプロセ
ス と環境 を分析 する。ここで は 、本研究の焦点である技術蓄積のパ ター ンと技術多角化に関す る計
量分析 に関する要約 を紹介 す る。
技術蓄積 の41モ デル
日本 における技術発展 のプ ロセ スを振 り返 ってみ る と、技術能 力の蓄積 に とってInheritance
(相続)、InRovation(革新)、Importation(導入)、Integration(統合)の 四つの要素が特 に
大切であることが分 かる(図 参照)。 換言 すれば 、日本の技術発展 の過程 は、現存する技術 と外部
か らの導入技術 、さらに自ら創造 した技術 の三つ をうま く結び付 けたとい うわげで ある。多分 に こ
れ らこそが 日本 の成功 の鍵 となった要因であるといえる。
こうした日本 における技術蓄積のパ ター ンには特徴がある。例 えば 、従来の研究 によれば 、技術
革新は製品技術革新 と生産技術革新 に分 け られ る。一般 的に、産業が成長 を進 めるためには、生産
技術の革新が必要であ り、量 の拡大 によって飽和 すると産業は製品技術 の革新 に より財 の高付 加価
値化を通 じて新 たな需要 を創出 し、量的成長 を質的成長へ と転化す ることが大切である。 しか しな
が ら、日本では 、生産技術 の革新 の方が長期的な産業 の成長 に対 して決定的な影響 を与 えている と
考 えられる。このような考 えを定式化するために 、まず 、ある経済の製品革新 ・生産革新 と技術 レ
ベルの関係 をつ ぎの ような関数関係で表現 できるもの としよ う。
TI=A・PTαPSβ(1>
ここで、TIは 技術 レベル 、PTは 製品革新指標 、PSは 生産革新 指標 、Aは 製品 ・生産 革新 以外
の技術革新要因 、α,βは限界成長である。
次 に、製 品革新 は 、生産単位当 り付 加価値 を上昇 させ 、生産革新 は物的生産性 の上昇 をされるこ
とによって 、Vは 付加価値 、Qは 生産量 、Nは 従業員数 とすれば 、製品革新 はV/Qで 、生産革新
はQ/Nで 示せ る。
その次に 、研 究開発投資 は技術 レベルを示す ことと仮定す ると、式(1)を用いて、計測 が可能 とな
る。これを考察 す るために 、鉄鋼 、自動車 、集積 回路 、半導体素子 、電子計算機 、時計の六つの製





















































































技術多角化に関する計量分析は 、3部 か ら成 り立 っている。第1部 では、これ までの技術 開発の
多角化 についてな されて きた既存 の計量分析のサーベ イを行 う。そ して、その研究で提唱 された指
標 ・モデルの中 の検討する必要がある点 を分析 する。第2部 では、技術 開発の多角化の実態 を定量
的 に測定す る新 しい指標を提案 し、その指標を利用 して、日本 にお ける技術 開発の多角化 の程 度 ・
方向 ・機会 を測定 したい。第3部 では 、まず 、技術開発 の多角化の動学 について実証的に調べ 、そ
れか ら、技術開発の多角化 の状況 から、日本におげる技術蓄積 のパ ター ンを調べ た。
この分析 では 、い くつかの計量モデルを提案 し、かつ、それ らを利用 して分析 を進めた 。例 えば、
技術多角化の動機 を把握 するためには 、次 のようなモデル を用いた。
]=)it十1=α玉=)it十βRit十r】F)it十δt十 εi£(2)
ここで 、Ditはt時期 における産業iの 多角化投資であ り、Ritは、各産業 のi産 業の主力製品分
野への投資の総額較正値 、Pitは、産業iの 時期tに おける付加価値性 の増長率の較正値 である。
1973年か ら1990年にかけての各産業 の多角化投資の計測結果 を表2に 示す。この表か ら、次 の結
論 を導 くことがで きる。
Table2Regresslonresultsfordiversiflcationdynamics二i973-90
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第1に 、繊維 、パルプ ・紙 、ゴム 、窯業 、鉄鋼 の五つの産業の多角化 は経営型多角化 に属す るも
ので ある。こち らの産業の多角化投資 は付 加価値 生産性に切 っても切れない関係 をもっている。
第2は 、化学 、石油 ・石炭 、金属製品産業 の多角化 は競争型多角化 とみ とめ られる。例 えば ・こ
こ二十年 以来 、多 くの産業が化学工業 の大量 の研究 開発資金 を投入 した。その結果 、食品工業 、繊
維産業は総合化学分野に市場 を獲得で きるようにな った。このような動 きの下で 、化学工業 もやむ
を得ず多角化の競争 を関与 しなければならな くな った。結果 として 、化学工業の多角化率が大 きく
伸びて きたのであ る。
第3は 、食品 、出版 ・印刷 、非鉄及び機械系の産業 の多角化 は、探索的な多角 化 と言 えそうであ
る。現在 、こちらの産業 は 、未だいかに生 き残 れるかに悩んで いるようである。出版 ・印刷の よう
な産業 は、産業 の障害があるため 、外の産業か らの進 出は とて も困難で ある。その一方 、電子機械
等の機械系産業 は、日本のお ける産業の中で一番強い輸出優位 を持 っている産業 であることか ら、




第一調査研究 グループ総括上席研究官 下 田 隆二
平成5年3月28日 か ら30日 にかけて 、ベル ギー王国ブ リュッセル市内のパ レス ・ホテル にお
いて 、米国研究審議会(NRC)及 びEC委 員会 の主催 によ り開催 された標記会議 に、パ ネル の発
表者 として参加 した。
参加者は我が国 をは じめ 、米国 、カナダ、英 国 、フランス、 ドイツ 、ベルギー 、オランダ 、スペ
イン、アイルラ ン ド、スウェーデ ン、ス イスの各国 、OECD、EC委 員会 、ICSUほ かの国際
機関か らの参加者で 、総勢で50名 であ り、我が国か らは、筆者 のほか国立教育研究所の石坂教育
課程研究室長が参加 した。
主催者 を代表 しROSENBLITH教 授(米 国MIT)か ら、多様 な人材 を本会合に集 めるこ
とがで き、活発 な議論 を期待 する旨の開会挨拶がなされ 、その後 、議論 に入 った。筆者はパ ネル1
(科学技術分野 の職業 の動向のモニター)に おいて 、科学技術政策研究所 の科学技術人材関連 のこ
れ までの調査研究成果の概要 を発表 した。その後 、パ ネル2(科 学技術分野の職業動向の分析:長
期 間の観察)、 パ ネル3(科 学技術分野 の職業動向の分析:選 択を決定する要 因)、 パ ネル4(科
学技術分野 の職業へ の関心 を維持 ・強 化す るための介 入)、 パ ネル5(科 学技術分野の職業の動向
への影響:国 際機 関の役割)に おいて 、順次 、参加者 からの発表がなされ、これに関 し意見交換が
行われた。最後 にROSENBLITH教 授が 、簡単 な結論はな く問題が難 しい ことを示 して いる






































・調 査研 究資 料:調 査 資料28工 学部 卒 業 生 の進 路 と職 業意 識 に 関 す る 日米 比 較
第1調 査 研 究 グル ー プ(石 井 正 道 、横 尾淑 子 、平野 千博)
・調 査 研 究資 料:調 査 資料29科 学技 術 史 観 の認 識論 的基礎
一 知 識創 造 と日本 の技 術 革 新 ・研 究序 説 一














・4月1日 付 けで長浜 元
出 しました。
第2調査研究グループ総括上席研究官が信州大学経済学部教授へ転
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